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  龍谷大学 矯正・保護総合センター 

 

学会運営ならびに当大会開催に関し、上記の諸団体より御支援頂きました。 

ここに、その御芳名を記して感謝の意を表します（敬称略）。 

 

                 日本犯罪社会学会会長  浜井 浩一 

                  同 大会実行委員長  四方 光 

 



ミニシンポジウムミニシンポジウム

開催日時：2025年10月10日(金) 15:30-17:30開催日時：2025年10月10日(金) 15:30-17:30

「バイオサイコソーシャル・アプローチに「バイオサイコソーシャル・アプローチに
基づく犯罪者更生の実務と理論的意義」基づく犯罪者更生の実務と理論的意義」

司会進行：四方光（中央大学法学部教授）

参加
無料

講演者1: 外川江美講演者1: 外川江美
(帝京大学文学部心理学科教授)(帝京大学文学部心理学科教授)

講演者2: 斉藤章佳講演者2: 斉藤章佳
(西川口榎本クリニック副院長、(西川口榎本クリニック副院長、

精神保健福祉士・社会福祉士)精神保健福祉士・社会福祉士)

指定討論者1: 小長井賀與指定討論者1: 小長井賀與
(信州大学 経法学部 特任教授)(信州大学 経法学部 特任教授)

指定討論者2: 指宿信指定討論者2: 指宿信
(成城大学法学部教授)(成城大学法学部教授)

参加申込
こちらのフォームにて、
9月26日(金)までに申し込みください

お問い合わせ：info.crime.symposium@gmail.com

場所：中央大学茗荷谷キャンパス(２W01教室)場所：中央大学茗荷谷キャンパス(２W01教室)

https://forms.gle/b8HxXmCTVdEsmGpk6

主催：日本比較法研究所 犯罪学研究会主催：日本比較法研究所 犯罪学研究会

「バイオサイコソーシャル・アプローチの概要と少年司法における意義」「バイオサイコソーシャル・アプローチの概要と少年司法における意義」

「依存症者の回復とバイオサイコソーシャル・アプローチ」「依存症者の回復とバイオサイコソーシャル・アプローチ」
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会員控室

理事会 １０日（金） 17：30～19：00 　３E０９

編集委員会 １１日（土） 12：00～13：30（昼休み） 　２E０４

研究委員会 １２日（日） 12：30～14：00（昼休み） 　２E０４

１２日（日） 12：30～14：00（昼休み） 　２C０２

テーマセッション打ち合わせ

１１日（土）  10：00～13：30（この時間帯に以下の教室を使用していただけます）

・セッションA 　２C０３ 　・セッションB ２E０５

・セッションC 　２E０６ 　・セッションD ２E０７

１２日（日） 　 9：00～9：30（この時間帯に以下の教室を使用していただけます）

・セッションE 　２C０３ 　・セッションF ２E０５

・セッションG 　２E０６ 　・セッションH ２E０７

シンポジウム打ち合わせ

大　会　日　程

昼　休　み

受　付　３階エレベーターホール

受　付　３階エレベーターホール

第２日目 １０月１２日（日）

自由報告A
３E０６

自由報告B
３E０７

自由報告C
３E０８

自由報告D
３E０９

昼　休　み

総　会　１W０１

シ ン　ポ　ジ　ウ　ム　１W０１

２W０１，２W０２

閉　会　式　１W０１

テーマセッションH
３E０９

第１日目 １０月１1日（土）

テーマセッションA
３E０６

テーマセッションB
３E０７

テーマセッションC
３E０８

テーマセッションD
３E０９

テーマセッションE
３E０６

テーマセッションF
３E０７

テーマセッションG
３E０８

懇　親　会　学生食堂（B１F）
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１１日（土） １０：００－１２：００ 

自由報告Ａ ３Ｅ０６ 

司会：正木 祐史（静岡大学） 
大塚 英理子（愛知教育大学） 

A1 協力雇用主の非行少年に対する対応とその背景 

○上嶋 美紀（京都大学大学院）

規範的な「更生」を強調した立ち直り支援は、逸脱のラベリングを随伴し、変化しない者を周

縁化する。このような逆機能を伴わない支援のあり方を、非行少年を雇用した経験のある協力雇

用主の語りに着目して検討した。協力雇用主は少年に対し、断罪したり変化を強いたりするので

はなく、「同じ人間」として共感的に受容する実践を通じて、「更生」に向けた個人の変化を条

件としないインクルーシブな支援を図っていることが示された。 

A2 保護観察中の男子少年の再犯リスク，保護観察官・保護司との接触頻度と再犯の関連 

〇羽間 京子（千葉大学） 勝田 聡（法務省） 

保護観察のアセスメントは Risk-Need-Responsivity（RNR）モデルに基づき開発されたツール

（Case Formulation in Probation/Parole: CFP）を使用して行われる。本研究は，法務省提供

の匿名化された男子少年のデータから抽出した（a）CFPにより測られたリスクレベルと(b)保護

観察官や保護司による接触頻度を用いて，RNRモデルのリスク原則（再犯リスクの高低に処遇密

度をあわせる）への処遇の適合性と，これらの 2変数と開始後 3年間の再犯の関連を分析し，実

践上の留意点を考察した。 

A3 イギリス少年取調べにおける「適切な大人（Appropriate Adult）」の役割―デュー・プロ

セスの視点から― 

〇寺本 奈津樹（九州看護福祉大学） 

イギリス捜査手続における少年や脆弱性を有する成人を援助する「適切な大人」について、

その役割や担い手の問題が議論されてきた。特に「適切な大人」の役割については、役割規定

の曖昧さや役割の多面性が指摘されている。本報告では、少年の取調べ場面に着目し、近年の

実証研究結果に基づき「適切な大人」による援助の実態を整理した上で、デュー・プロセスの

視点から「適切な大人」の役割について検討する。

A4 成人形成期の若年成人に対する刑事裁判の在り方に関する一考察 ―アメリカにおける取組

を題材として― 

〇石田 侑矢（常磐大学） 

成人形成期とは 18歳（青年期）から 29歳頃（成人期）までの、青年期とも成人期とも異な

る発達段階のことを指す概念である。現在、アメリカのいくつかの州では、刑事裁判において、

この年齢層にある者を他の年齢層の者から区別して取り扱う運用が進められている。他方で、

日本では同様の動向は未だ見られない。そこで、本報告では、わが国に対する示唆を得ること

を目的として、アメリカにおける取組を取り上げ、分析する。 
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１１日（土） １０：００－１２：００ 

自由報告Ｂ  ３Ｅ０７ 

司会：山本 功（淑徳大学） 

山口 裕貴（龍谷大学） 

B1 実名薬物報道に関する研究―被報道者の視点から― 

〇吉田 緑（中央大学大学院） 

第六次薬物乱用防止五か年戦略では「薬物乱用者に対する効果的な社会復帰支援による再乱

用防止」等が目標として掲げられている。報道機関も目標達成のために重要な役割を果たしう

るが、実名報道は社会復帰の阻害要因となることが指摘されている。本研究は、薬物を自己使

用または自己使用目的で所持し、実名で報じられた人へのインタビュー調査を通じて、報道に

よる影響を明らかにするものである。 

B2 ハーム・リダクションによって薬物使用者へのスティグマは低減するか

  〇鈴木 祐人（NPO法人ホッとスペース中原／国立精神・神経医療研究センター） 

歴史的に大麻や覚醒剤、ヘロイン、コカイン等の所持・使用は犯罪化された。この犯罪化に

よって、違法薬物の所持・使用者は刑事司法制度に巻き込まれ、犯罪者というスティグマを負

う。このようなスティグマを負った場合、就労や住居、人間関係等において排除を経験する。

したがって、ハーム・リダクションによってスティグマの低減が期待されているが、実際に低

減されるのかついて、大麻が合法化されたカナダの研究を基に検討した。 

B3 一般市民の厳罰傾向とその関連要因：大規模データを用いた再検討 

〇向井 智哉（福山大学） 

本発表は，犯罪者に対して厳しい刑罰を求める態度である厳罰傾向に関する統合的な知見を

提供することを目的とする。具体的には，（1）一般市民はどの程度厳罰的か，（2）どのような

要因が厳罰傾向と関連するのかなどについての知見を，発表者がローデータにアクセスできる

のべ 15,000名程度の回答データの再分析によって示す。 

B4 オープンソースGISを用いた持続可能な「問題解決マップ」の作成 ― 「社会実装」過程のモノグ

ラフ（４） ― 

〇原田 豊（立正大学） 

自治会・町内会などの地域コミュニティの持続可能性が問題視されるようになって久しい。

本研究は、この状況を打開する方策の一つとして、近年のオープンソース・オープンデータへ

の潮流を踏まえ、手間と費用をかけずに身近な地域の「問題解決マップ」を住民自身が作成す

る取り組みを提案し、報告者自身の地元自治会への実装事例に基づいて、その概要と意義・今

後に向けた課題について論じる。 
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１１日（土） １０：００－１２：００ 

自由報告Ｃ  ３Ｅ０８ 

司会：津島 昌弘（龍谷大学） 

大谷 彬矩（信州大学） 

C1 身近な各種犯罪被害への不安－犯罪不安の尺度構造や規定要因の検討 

〇齊藤 知範（科学警察研究所） 

土肥 浩輔（科学警察研究所） 

佐光 未帆（科学警察研究所） 

山根 由子（科学警察研究所） 

刑法犯認知件数が最多となった 2002 年以降，コロナ禍の時期まで犯罪減少の時期が続いてき

た．近年は，特殊詐欺やインターネット利用のサイバー犯罪，ストーカーや DV などの人身安全

関連事案が，身近な犯罪となっており，犯罪不安調査ではこれらの被害類型を対象に含んでいる．

本報告では，各種被害についての犯罪不安の尺度構造や規定要因を，調査データにもとづき分析

する． 

C2 警察は犯罪被害の相談先になりうるか～被害類型別の検討～ 

〇土肥 浩輔（科学警察研究所） 

齊藤 知範（科学警察研究所） 

山根 由子（科学警察研究所） 

佐光 未帆（科学警察研究所） 

本報告では、一般国民を対象に実施したアンケートの調査データにおいて、犯罪の被害等の経

験を回答した者を対象とし、これらの回答者が経験した被害等を相談する相手について分析す

る。その上で、国民は犯罪の被害等の相談・報告の相手として警察を選択するのか、被害類型に

よって相談相手に違いが見られるのかなどといった回答の特徴や傾向を分析し、国民が警察に

何を求めているかを考察する。 
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１１日（土）    １０：００－１２：００ 

自由報告Ｄ                  ３Ｅ０９ 

                           司会：森久 智江（立命館大学） 

櫻井 悟史（滋賀県立大学） 

D1 刑務官の人事システム：「専門性」形成に向けた異動・昇進のパターン 

〇京 俊介（中京大学） 

公務員の人事管理は行政のパフォーマンスに影響を及ぼしうるが，人事研究が盛んな行政学

の文脈では刑務官がこれまで対象とされておらず，犯罪社会学の文脈では人事研究の手法がお

そらく用いられてこなかった。本報告では，『矯正職員録』等の資料を用いながら，人事研究

の手法により，特に「専門性」の形成に注目して刑務官の人事システムの特徴を捉え，矯正行

政についてのより多角的な理解に資することを目指す。 

D2 支援の継続性をどう築くか-「社会とつながる場」としての協働モデル-の検討 

〇東本 愛香（千葉大学） 岡本 融（前橋刑務所） 

坂井 太一（前橋刑務所） 長久保 陽（前橋刑務所） 岩渕 優（前橋刑務所） 

 宮園 久栄（東洋学園大学） 山下 公一（千葉刑務所） 平賀 涼（千葉刑務所） 

近年、矯正施設と民間支援団体の協働による再犯防止支援の重要性が高まっている。本報告で

は、前橋刑務所における多様な外部支援者との協働実践について、施設職員および支援者へのイ

ンタビューを通じて、役割分担や視点の違い、制度的連携の課題、連携に向けた工夫を検討する。 

D3 『なりたい自分』を通して心情を追う-長期受刑者の内面を耕す取り組み- 

〇梅津 貴樹（千葉刑務所） 東本 愛香（千葉大学） 

丸山 寿（千葉刑務所） 小川 孝広（千葉刑務所） 

佐藤 将太（千葉刑務所） 後藤 弘子（千葉大学） 

千葉刑務所では長期受刑者を対象に、「被害者の視点を取り入れた教育」として対話的関わり

を重視したプログラムを継続している。「なりたい自分」をテーマに「古い私」「新しい私」を

描くワークを通じ、自己理解と将来像の再構築を促す。さらに、終了後のフォローアップにより

受講者同士の対話を継続し、心情の変化や内省の深化を支援している。本報告では、これらの取

り組みと教育的支援の可能性について考察する。 

D4 「パワフル（the powerful）」に対する批判的社会調査と研究倫理 

〇平井 秀幸（立命館大学） 

「パワフル（the powerful）」を対象とした批判的社会調査にとっての困難性のひとつとし

て、研究倫理（research ethics）との折り合いをどのようにつけるかという問題があげられ

る。本報告では、既存の研究倫理と「パワフル」に対する批判的社会調査との関係性を整理し

たうえで、後続の調査（者）および研究倫理のあり方にとって考慮すべきと思われるいくつか

の論点について考察を行う。 
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１１日（土） １３：３０－１６：３０ 

テーマセッションＡ（ラウンドテーブル）               ３Ｅ０６ 
犯情と一般情状の関係性について：一般情状は「調整要素」に過ぎないのか 

コーディネーター・司会：矢作 由美子（中央大学） 

話題提供者：城下 裕二（北海道大学） 山下 幸夫（東京弁護士会） 

城 祐一郎（昭和医科大学） 廣瀬 健二（早稲田大学） 

「一般情状が量刑に与える影響について」議論が深まればとラウンドテーブル形式でセッシ

ョンを企画した。量刑判断では、「犯情」が主たる考慮要素であり、被告人の生活歴・犯罪後の

態度などの「一般情状」は、二次的・副次的な調整要素であると解されてきた。他方、2025年 6

月から、改善更生のための拘禁刑が導入され、再度の執行猶予の適用範囲も拡大された。いずれ

も被告人自身に対する刑の効果に着目した量刑を要請するものであり、そのためには、犯情のみ

ならず一般情状にも重点を置いた量刑判断のあり方が求められているといえよう。換言すれば、

一般情状は単なる「調整要素」ではない考慮事情として、重要な役割を果たすべきものとなる可

能性が示唆されているようにも思われる。 

 本セッションでは、これからの「一般情状」のあり方を実務と理論の両面から考察する。 城

下裕二会員からは、「量刑判断における一般情状の意義と限界」について、研究者の立場から、

量刑における一般情状の意義と機能を再確認した上で、従来の裁判例のなかで一般情状がどの

ように扱われてきたかを概観する。その上で、これからの量刑実務、とりわけ拘禁刑導入後の量

刑判断にあたって一般情状はいかなる役割を果たすべきか、について考察する。 

 山下幸夫弁護士からは、「刑事弁護～情状について」、弁護人は、従来から、犯情だけでなく、

一般情状の情状立証にも力を入れて来ていたが、執行猶予制度の改正により、執行猶予を獲得す

るための一般情状の立証の重要性が増すことは確実であることから、その立証の在り方も含め

て問題提起する。 

元検察官の城（たち）祐一郎氏からは、「起訴猶予処分及び求刑における一般情状の影響―」

について、検察官は、捜査段階において、刑訴法２４８条に基づき、起訴不起訴を決定する権限

を有し、また、公判段階において、刑訴法２９３条１項に基づき、被告人に対する刑罰の量刑に

関し、求刑をすることが認められている。そこで元検察官の立場から、これまでの実務経験と、

今回の刑法一部改正に伴い、起訴猶予処分と求刑決定の際の判断要素としての一般情状などに

ついて、ご発言頂く。 

 元裁判官の廣瀬健二氏からは、報告いただいた研究者、実務経験者や参加者からの意見などを

前提に裁判官の量刑の判断要素としての情状について、ご発言を頂く。 

さらに、社会内処遇の対象となるなど裁判所の選択肢も増えることから、後半で名古屋保護観

察所次長の杉本浩起氏から話題提供を頂き、参加者と忌憚のない議論を行いたいと思う。 
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１１日（土） １３：３０－１６：３０ 

テーマセッションＢ  ３Ｅ０７ 
求められる当事者語りについて再考する 

コーディネーター・司会：市川 岳仁（三重ダルク） 
森 亨（北海道ダルク） 

吉間 慎一郎（『更生支援における「協働モデル」の実現に向けた試論』著者） 

 本シンポジウムでは,当事者語りによってもたらされる「役割」と,それを当事者がどう引き受
け,手放し,さらに,自分たちが置かれた環境をどう認識し,自己理解を深めていくのかについて,
薬物依存の「当事者」として扱われる人たちが社会や人々との間で構築する状況下で演じる役割
の変化について,彼ら/彼女ら自身の経験から再考する。 

１．当事者として求められることの気持ち良さと憂鬱   山田 ざくろ（団体職員） 
私に薬の止め方を教えてくれた大切な仲間たちと,それが「私達に与えられた役割だ」と学校,

行政,医療,テレビ,教育教材などに顔を出し,たくさんの場で自分の経験を話した。その仲間た
ちが数年後に再使用し亡くなっていくことに疑問を持ちながら,私は社会で働き,母になり,ダル
クに転職した。そして,久しぶりの学校講演に行き,仲間達が亡くなった理由が分かった気がし
た。当事者として役に立つ気持ち良さと,それだけを求められる憂鬱さを抱えきれなかったのか
もしれない。 

２．期待されないこと,期待に応えないことの難しさ    山崎 ユウジ（無所属） 

見栄を張ったり,へつらったり。殊更に良く見せたり,悪く見せたり。何かからの期待を背負い,
自分と他者,自分と自分のイメージに折り合いのつけられない私が薬物よりも先に頼ったのが嘘
や誤魔化しであった。いわば私は「嘘依存症」だ。これから先,何者からの期待にも応えず,嘘に
依存しないで生きようとする私に対し,医師や援助者,矯正を行う人たちはどんな治療やサービ
スを与えてくれるのか。居場所や日々の糧を得ることと引き換えに,この社会は私にどのような
「回復」を求めるのか。 

３．誰のために、なんのために自分を開示するのか    市川 岳仁（三重ダルク） 

ある日,「三重ダルクがなかなか調査させてくれないんだ」とある研究者が嘆いていると聞か
された。すぐに電話して協力の意思を示さなければ,非協力的なとっつきにくい当事者だと思わ
れてしまうという不安。反面,「させてくれない」とはなんだ！という腹立たしい気持ち。イン
タビューや調査に慎重になるのには訳がある。例えば,「就労状況」に関するアンケートを受け
取るだけで,何かを評価するものでないと言われても,「していない」と答えるのに劣等感を感じ
てしまったりする。日の浅い回復者ほど,受ける影響は大きいように思う。これ,そもそも誰のた
めの調査なんだ？今なら絶対に断るようなことも,求められるままに応えてきた過去がある。そ
れはなぜなのか。 

４．当事者の語りと役割   幸田 実（東京ダルク） 
ダルクで働いていると保健,医療,司法,教育など様々な関係機関から当事者としての講話の依

頼が来る。頼まれると断れない私としては,つい引き受けてしまう。事前に打ち合わせをすると,
相手のそれぞれの立場によって,私たちに語って欲しい何かがある場合もある。学校教育の現場
においては,教師の生徒に対して健全に育って欲しいと言う強い思いがあり,家族は子供の薬を
やめさせる特効薬が知りたいと言う必死な思いが過大な期待を生み出しているように感じる。
果たして私にそんな期待に応える能力があるのであろうか？つい応えてしまいそうになる自分
もいるが,冷静になって自分の過去を見ると,期待に応えようとして,返って相手を裏切る結果に
なって来た事実を思い出す。そもそも私たちの体験談は,他者の為に行う発表会ではなく自分自
身を確認する行為でもあり,私たちは語りのプロではないのだから,そこにどのようなメッセー
ジを感じ取るか取らないかは,それを聞く人のチャンネルの問題なのである。 
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１１日（土）    １３：３０－１６：３０ 

テーマセッションＣ                         ３Ｅ０８ 
警察官の市民接触行動の規定要因とインパクトに関する縦断的研究： 

第二波調査の分析 

コーディネーター・司会：宮澤 節生（神戸大学・龍谷大学） 

この研究は、科研費基盤研究（B）（旧 21H00784、現 23K20649、研究代表・宮澤節生）による

ものであり、職質など警察官による市民接触行動を規定する要因と、警察官による接触が対象市

民のその後の認識と行動に与える影響とを解明することを目的としている。研究は同一サンプ

ルから 2 回データを収集する二波の縦断的研究として実施されており、このテーマセッション

では、2023年 6月に実施した第一波調査と同年 12月に行われた第 2波調査について、現時点で

の分析結果を報告する。 

１．警察官による接触の規定要因―第一波および第二波調査を踏まえた分析― 
岡邊 健（京都大学） 

本報告では、個人の社会経済的属性が、警察官による市民への接触行動（職務質問）をどのよ

うに規定するかについて検討する。われわれの調査は、調査会社の保有モニターのうち、都市部

在住の20～60代の男性を対象に2023年に行われたものであり、第一波調査（第1段階はn=77,992、

第 2 段階は n=10,966）の半年後に行われた第二波調査では、被職質経験がある群とない群あわ

せて 6,193の有効回答を得た。 

２．警察官による接触が対象市民の認識に与える影響(1)―手続的公正の視点に基づく第一波お
よび第二波調査を踏まえた分析― 

佐伯 昌彦（慶応義塾大学） 

市民と接触する際の警察の対応が公正であることが警察への正統性の知覚を高め、そのこと

が法令遵守行動や警察への協力行動を促進することが、手続的公正の理論に基づき主張されて

いる。本報告では、警察との接触経験が理論的に予想された手続的公正効果を生じさせているか

どうかを、半年の期間を空けて実施したパネルデータに基づき検証し、その結果から得られる含

意について検討を加える。 

３．警察官による接触が対象市民の認識に与える影響(2)―威嚇効果・ラベリング・生活構造な 

どの視点から― 
松原 英世（甲南大学） 

職質経験については、それを規定する要因とそれが規定するであろうその後の影響という 2方

向への関心をもちうる。ラベリング論に準拠していえば、前者は選択的法執行の問題であり、後

者は二次的逸脱の問題である。また、後者については、抑止理論が示唆するような犯罪の抑止効

果をもたらすかもしれない。本報告では、後者についてわれわれのデータに基づいて整理してみ

たい。 
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１１日（土）    １３：３０－１６：３０ 

テーマセッションＤ                         ３Ｅ０９ 
刑務所における高等教育：その意義と役割 

コーディネーター・司会：後藤 弘子（千葉大学） 

 指定討論者：Curtis Penn (Felton Institute) 

２０２５年６月１日から拘禁刑という新しい自由刑が導入されたことで、刑務所における矯

正処遇が新しいフェーズへと移行しつつある。しかし、教科教育においては、松本少年刑務所に

おいて中学校教育を女子受刑者に拡大するという対応が目新しいところである。一方、アメリカ

においては、刑務所において高等教育プログラムが多くの刑務所で実施されており、社会復帰後

の選択肢の拡大に一役買っている。本ミニシンポジウムでは、アメリカの刑務所における高等教

育の意義と役割を検討することで、教育と矯正処遇との関係について検討する。 

１．矯正施設における〈教育〉コミュニケーション 
今井 聖（琉球大学） 

本発表では、米国・カリフォルニア州の刑事施設での観察調査等を踏まえて、矯正施設内で可

能になっている〈教育〉とはいかなる実践なのか、そのコミュニケーション上の特徴について考

察する。施設内での〈教育〉を担う関係者・スタッフに求められている役割とは何か、実際にど

のような対応が見られるのかといった点についても比較の視点から広く検討したい。 

２．アメリカの刑務所における教育の位置付け 
丸山 泰弘（立正大学） 

先行研究によれば、アメリカの刑務所において高等教育を受けている被収容者は、同じプログ

ラムの未修者や他の職業プログラム履修者と比較して収容中に暴力行為をする可能性が低いこ

とや、再収容率も低いことが報告されている。一方で、課題もいくつか示されている。報告者は

これらの文献レビューとカリフォルニアでの刑務所調査で得られた知見をもとに、刑務所教育

の多様性と自己決定の観点から概観し、話題提供を行う。 

３．Convict Criminologyの発展と現在 
宇田川 淑恵（公益財団法人 NIRA総合研究開発機構） 

アメリカでは Convict Criminologyの研究分野が誕生して 20年が経つ。以前から元受刑者や

非行の当事者が大学に進学することはあったものの、誕生以降は支援者である研究者や当事者

間での情報共有、そして知見の蓄積が促進され、大学院への道も開かれていった。元受刑者が大

学教員になるということも可能になっている。しかし、その間に生じた課題も少なくない。本報

告では、2024年に出版された Introduction to Convict Criminology (Ross)などの知見も踏ま

え、Convict Criminologyの発展と現状について解説する。 
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１２日（日） ９：３０－１２：３０ 

テーマセッションＥ ３Ｅ０６ 
深刻化するサイバー犯罪の現状と対策 

  コーディネーター・司会：四方 光（中央大学） 指定討論者：山本 功（淑徳大学） 
今やサイバー犯罪は主たる犯罪犯罪類型の一つとなったと言っても過言ではないが、我が国

の犯罪学ではその実態に迫る研究が依然として少ない。本セッションは、サイバー犯罪とそれへ
の対策の現状を紹介するとともに、サイバー犯罪の犯罪者だけではなく、サイバー空間を提供し
ている事業者、その対策に当たる警察等も含めたサイバー空間のエコシステムを分析対象とし、
今後犯罪学がどのようにしてサイバー犯罪の研究に当たるべきかの糸口を探ろうとするもので
ある。 

１．匿名・流動型犯罪グループの現状と対策について～インターネットの悪用実態を中心に～ 
石井 啓介（警察庁） 

サイバー空間や様々な社会サービスの悪用により中核部分が匿名化され、SNS等を用いて募集
した末端の実行犯は「使い捨て」にするなどの特徴を有する犯罪グループを警察では「匿名・流
動型犯罪グループ」と呼称して、対策を強化している。「匿名・流動型犯罪グループ」は特殊詐
欺や SNS型投資・ロマンス詐欺をはじめ様々な資金獲得活動を行っているところ、インターネッ
トを悪用した犯罪の実態と対策の現状について報告する。 

２．LINEヤフーにおける SNS型投資詐欺への取組   松本 健太郎（LINEヤフー株式会社） 
LINE ヤフー株式会社では、自社サービスが SNS 型投資詐欺等への犯罪に悪用されていること

に対して、社内横断的な不正対策の検討体制を構築し、関係省庁等とも連携しながら取組を実施
してきた。どのような取組を実施してきたのか、取組を実施する上での課題、取組の成果、今後
の方向性などについて報告する。 

３．サポート詐欺の被害実態と予防方策の検討 
山根 由子(科学警察研究所) （共同研究者：佐光 未帆(科学警察研究所)・ 

齊藤 知範(科学警察研究所) 島田 貴仁(滋賀大学)） 

本報告では、科学警察研究所が実施した調査データにもとづき、サポート詐欺の被害者特性や
被害者の事案後の相談行動を中心に報告する。他の特殊詐欺やサイバー犯罪と比較して、サポー
ト詐欺特有の特徴を検討する。その上で、警察等への通報・相談を促進するための方策やサポー
ト詐欺の被害を防ぐための予防方策についても考察する。 

４．サイバー空間における児童の性被害事例とプラットフォーム事業者等の在り方 
糸賀 江蓮（中央大学大学院） 

近時の動向として、サイバー犯罪の検挙件数が増加傾向にある。しかし、こうした犯罪の多く
はサイバー空間を形成するインターネットを利用した犯罪である。その中でも、児童の性被害は
わが国をはじめ、諸外国でも喫緊の課題であるとされている。そこで、サイバー空間を、犯罪機
会を生む「場」であるという見解に基づき、その「場」を提供するプラットフォーム事業者及び
その事業を補助するサービスが自身のサービス環境の整備を促す法制度の在り方検討から犯罪
対策を考える。 

５．インターネット空間における性被害への対応―韓国の削除支援制度からの示唆 
趙 恩慶（中央大学大学院） 

近年、インターネット空間における性被害、特に同意のない画像や映像の拡散を伴うデジタ
ル性暴力が深刻化している。本報告では、削除支援制度が整備されてきた韓国のデジタル性
犯罪被害者支援センターに注目し、その法的基盤や運用実態を報告する。比較の視点から日

本の現状にも簡潔に触れつつ、被害者救済に向けた今後の課題について検討する。 
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１２日（日）     ９：３０－１２：３０ 

テーマセッションＦ（ラウンドテーブル）               ３Ｅ０７ 
刑務官の指導・処遇技術の理論化を目指して： 

日本における刑務官研究の発展に向けて 

  コーディネーター・司会：仲野 由佳理（日本大学・ 

公益財団法人矯正協会矯正研究室特別研究員） 

話題提供者：木村 敦（公益財団法人矯正協会矯正研究室） 

          中川 忠昭（公益財団法人矯正協会刑務作業協力事業部）  

          小島 富美子（公益財団法人矯正協会矯正研究室） 

             菅野 哲也（公益財団法人矯正協会矯正研究室） 

伊藤 茂樹（駒澤大学、公益財団法人矯正協会・研究アドバイザー） 

拘禁刑の導入を目前に控え、刑務所や刑務官の社会的役割が問い直されている。それにもかか

わらず、国内外ともに刑務官研究の蓄積は乏しく、刑務官組織の構造や機能、刑務官の指導・処

遇技術、同僚性など、その“謎”は少なくない。そもそも刑務官の職務内容や実態は、犯罪に関

わる個人情報保護や守秘義務を背景として、多くが語られることなく不可視化されている。それ

が学術研究に限らないことは、他の職業に比べて映画やドラマの題材となる機会の少なさから

も窺い知ることができる。まれに刑務官が登場することがあっても、自由を制限された受刑者を

抑圧する、権威主義的な存在として描かれる場合はほとんどだ。 

こうした状況は、刑務所世界を構成するもう一方の存在である「受刑者／元受刑者の語り」が、

当事者研究の枠組みで権威づけられて尊重されるのに比べれば、あまりにも偏りがある。その結

果、多様な刑務官のあり方や、受刑者と共に刑務所社会を生きているという現実、それに伴う痛

みや苦悩・葛藤を等閑視してしまう。これら刑務官の痛みや苦悩・葛藤を置き去りにしたまま、

刑務所改革や社会内処遇への転換を推し進めることにより「現場」との乖離は広がるばかりであ

る。「刑務官の語り」の過度な特権化を避けつつも、その歴史・文化・実践等への理解を深める

ことは、寛容主義と厳格主義の間を揺れ動く「刑務所社会」を探求する手がかりとなるだろう。 

そこで、本テーマセッションは「（日本的な）刑務所社会」の謎を解明するために、主流派犯

罪学の立場から経験的データに基づく分析・議論を試みるものである。「ラウンドテーブル／デ

ィスカッション」の形式を採用し、（１）「刑務官とはどのような存在か」をめぐる話題提供（実

践知に関する分析、「刑務官」のリアリティ、職業意識に関する分析）、（２）「国際的に評価

された実践は、日本でも意味あるものになり得るか」をめぐる話題提供（対話的実践及び高等教

育の導入に関する批判的検討）という２つの論点から刑務官研究の展望をフロアと共に議論し

たい。 
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１２日（日）     ９：３０－１２：３０ 

テーマセッションＧ                         ３Ｅ０８ 
批判的犯罪学の実践：アカデミック・アクティビズムという営み 

コーディネーター：周 筱（筑波大学） 

司会：山本 奈生（佛教大学) 

研究は、言葉を使って社会の変化や維持を促そうとする実践である。研究は価値中立的な分析

ではなく、研究者の規範を用いたクレイム申し立ての社会運動である。研究は、アカデミア内部

に限定されない。日々、社会を分析しながら生きている一般の人々が皆、研究者／活動家である。

本部会はこのような観点から例年に引き続き、主流派犯罪学と刑事司法の偏向を問う。私たちの

営為は、アカデミック・アクティビズムと表現できるだろう。 

１．東京五輪のもたらした害（ハーム）と直接行動の抗議に対する弾圧 
黒岩 大助（武蔵野五輪弾圧「当該」） 山口 毅（帝京大学） 

黒岩大助は、東京五輪に抗議するため聖火イベントで爆竹を投じ、威力業務妨害罪で逮捕・起

訴された。裁判闘争は注目を集め、国内外の多くの支援者が関わった。コロナ禍で強行開催され

た五輪は感染を拡大させ、大規模な汚職・談合やメガイベントにおける人権問題など、数多くの

ハームを生み出した。爆竹のハームとは比べ物にならない。刑事司法による犯罪化の不均衡は明

らかである。犯罪化の不正義がいま改めて、審問される。 

２．中国民間性教育団体の性暴力・犯罪対策実践におけるチャイルディズム 
周 筱（筑波大学） 孫 怡心（民間性教育団体「山坡 simple」） 

性暴力・犯罪対策の一環として性教育及び「生命の安全教育」が求められている。ただし、現

在の一連の動向においては未成年者が働きかけの対象とされる傾向が依然として存在する。本

報告は、中国の民間性教育団体の性暴力・犯罪対策に関する性教育実践を取り上げ、チャイルデ

ィズム的な未成年者主導型性教育プログラムがいかにして可能となるかを明らかにする。 

３．インサイダーのエスノグラフィの困難性 
吉間 慎一郎（『更生支援における「協働モデル」の実現に向けた試論』著者） 

本報告では、権力機関のインサイダーがその批判的研究をする際に生じる困難とその乗り越

え方を検討する。インサイダーによるエスノグラフィックな異議申立てを困難とする権力的作

用を批判的に検討するとともに、研究方法、研究倫理、アカデミアとそうでない者の区分といっ

たアカデミア側の問題についても考えたい。 

４．査読プロセスにおける価値中立性の規範を問う 

岡村 逸郎（東京家政学院大学） 

本報告では、筆者が 3つの査読誌に投稿した同一の論文（岡村 2025）への査読コメントを検

討することで、価値中立性の規範が学術的な正しさを判定する際の基準として日本犯罪社会学

会で共有されることの意味を問う。研究者の規範や実存に関する協同的な討議は批判的犯罪学

にとって重要な営みだが、それが既存の査読システムでいかに封じられるかを考察する。本報告

は、アカデミアの内部からその制度を問う、学的な社会運動だ。 
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１２日（日）     ９：３０－１２：３０ 

テーマセッションＨ                         ３Ｅ０９ 
第４回国際自己申告非行調査の予備的分析 

コーディネーター・司会：岡邊 健（京都大学） 

われわれは、科研費（基盤研究（B）研究代表・津島昌弘）及び SMBC京大スタジオと龍谷大学

矯正・保護総合センターの資金を用いて、国際自己申告非行調査（ISRD）の第 4回調査（ISRD4）

の国内での実査を 2024年度に実施した。ISRDは 1990年代にスタートした非行に関する量的調

査の国際プロジェクトであり、ISRD4は日本を含む約 40カ国が参加している。本セッションは、

日本調査のデータに基づく最初のまとまった形の報告である。フロアからの質問・コメントに応

える形で、今後の分析・考察の深化に資する機会としたい。 

１．ISRD4の調査票の構造と日本における調査の概要 
岡邊 健（京都大学） 

本報告ではまず、ISRD4の調査票に含まれる主な質問項目を紹介し、それらの理論的背景等に

ついて検討するとともに、調査票の翻訳における課題にも若干触れる。その上で、われわれが行

った調査の概要を報告する。日本調査は 2024年 12月から 2025年 1月にかけて、近畿地方のい

ずれも人口 50万人以上の 2つの市における 5つの公立中学校において実施された。1,820名か

ら有効回答を得た。 

２．小児期逆境体験と非行の関連性 
大塚 英理子（愛知教育大学） 

これまでに行われてきた小児期逆境体験（ACE）と非行の関連性についての分析の多くは、少

年院在院者や少年鑑別所入所者を対象として行われており、非行が発覚し、かつ非行性が一定程

度進んだ者が対象である。しかし少年非行については、軽微であったり通報が行われなかったり

と、暗数が多いことが指摘されている。ISRD は、軽微な、あるいは発覚していない非行の経験

も問う「自己申告調査」である。こうした ISRD の特性を活かし、ACE と非行の関連性に関する

予備的分析を行う。 

３．個人の犯罪傾向と環境要因の相互作用仮説の検証 
齋藤 尭仁（京都大学） 

ISRD4調査票は、犯罪・非行に関するさまざまな要因を測定する項目モジュールに基づき設計

されており、包括的な非行行動の発生メカニズムの分析が可能という点を特長とする。本報告で

は状況的行動理論（Wikström 2004）の知見に基づき、個人の犯罪傾向と環境要因の関連性に関

する予備的分析を、日本の中学生サンプルを対象として行う。 
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１２日（日）    １４：００－１７：３０ 

第５２回大会シンポジウム                   １Ｗ０１ 
情報公開に基づく死刑執行についての論点 

コーディネーター・司会：櫻井 悟史（滋賀県立大学） 

指定討論者：笹倉 香奈（甲南大学）  

２０２０年代に入って、死刑について改めて議論する機運が高まっている。死刑についてはこ

れまで膨大な議論があった。しかし、死刑の運用、特に死刑執行に関する議論は深まっていない。

そこで、本シンポジウムでは、改めて死刑執行を取り上げ、どのような議論をするために、どの

ような情報を公開する必要があるのか整理、検討することを目的としたい。 

１．残虐性の検証を後世に託した最高裁――絞首刑の残虐性を問う執行差止訴訟 

  水谷 恭史（大阪弁護士会） 

大阪では死刑をめぐる４つの裁判が係属する。そのうちのひとつが、自由権規約及び日本国憲

法の禁ずる残虐な刑罰として絞首刑の執行差止めを求める訴訟である。死刑を合憲とした昭和

２３年３月１２日最高裁大法廷判決は、時代と環境の変化によって死刑の残虐性評価が変わり

得ると示唆し、不断の検証を後世に託した。７７年が経過し、過半数の国家が死刑を廃止・停止

した今、改めて絞首刑の残虐性を厳格に審査すべきである。 

２．死刑執行日時の当日告知 

古川原 明子（龍谷大学) 

日本には死刑執行日時の告知に関する法規定はなく、当日告知は行政運用として行われてき

た。この運用には国内外から強い批判があるものの、日本政府は心情の安定や施設の秩序維持を

理由に正当性を主張している。本報告では、大阪地裁令和４年判決・大阪高裁令和 7年判決をも

とに当日告知が死刑確定者のいかなる利益を侵害するのかについて整理した上で、適切な時期

に告知することの意義を確認し、告知のあり方を検討する。 

３．絞首刑の運用について議論するために必要な情報――執行方法と執行人に注目して 

 櫻井 悟史（滋賀県立大学） 

 日本の絞首刑についての情報は極端に不足している。そのことはこれまでの研究でも指摘さ

れてきた。だが、絞首刑についての情報が開示された場合、どのような議論が可能となるのかと

いったことは、必ずしも明らかになっていない。そこで本報告では、絞首刑についての具体的な

論点を提示することで、どのような情報を公開する必要があるのか明らかにする。 

４．アメリカにおける死刑執行の「不透明化」 

布施 勇如（龍谷大学矯正・保護総合センター） 

アメリカ南部の州で２１年前、注射による死刑執行に立ち会った。「公開」を巡る日本との差

異に驚いた。その後、注射という「より人道的」なはずの手段に疑義が生じると、死刑存置諸州

は法改正で情報を閉ざす方向に転じた。最近は執行への立ち会いに関する規定に関し、見直しを

求める議論が起きている。こうしたアメリカの動向を概観し、旧態依然とした日本の秘匿性の問

題点を改めて考えたい。 
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※ このたびの日本犯罪社会学会大会は、対面での開催となります。キャンパスには正面

入り口からお入りください。

※ 会員・非会員を問わず、事前の参加申込が必要です。下記の案内にそって、参加申込

をお願いいたします。非会員で登壇予定の方も、参加申込と参加費のお支払いをお願

いします。

※ 大会校では、Wi-Fi をご利用いただけます。ID・パスワードは当日お知らせいたします。

なお、大会会場では eduroam も利用できます。

※ 今大会では昼食の提供は行いません。近隣の飲食店等をご利用ください。

 大会参加費（いずれも２日間有効）
・会 員一般参加者  3,500 円
・会 員院生参加者  1,000 円
・非会員一般参加者  4,500 円

・非会員院生参加者  2,000 円
・学部生参加者 無料

※懇親会費

・一般  6,000 円 
・院生  3,000 円 

 参加申込方法
下記のサイトにて、チケットの購入（参加費の支払い）をお願いします。チケットの購入

には、Peatix のアカウントが必要です。アカウントをお持ちでない方は、お手数ですが新

規登録をお願い致します。販売期限は、会員・非会員ともに、2025 年 9 月 26日（金）23:59 
です（コンビニ・ATM 払いは締切が 1 日早くなります）。なお当日は、受付で氏名を伝え

ていただければ結構です（Peatix アプリのダウンロードや QR コードの提示は不要です）。 

「日本犯罪社会学会第 52 回大会」参加申込・チケット販売ページ URL 
https://hansha52taikai.peatix.com 

連 絡 事 項
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※ なお、懇親会（大学学食での立食パーティ）への参加をご希望の方は、参加費とあわ

せて懇親会のチケットもお買い求めください。懇親会は会場定員の都合上、早めに販

売を終了する場合があります。

※ 購入されたチケットは、いかなる理由があっても返金できません。

※ 領収書は Peatix から発行されます。大会校では行いません。領収書の発行を、参加費

と懇親会費で別にする場合は、お手数ですが、購入・決済を 2 回に分けて行ってくだ

さい（1 回でまとめて購入すると、懇親会費を含めた金額での領収書しか発行されま

せん）。大会実行委員会は適格請求書の発行登録事業者とはなっておらず、適格請求

書（インボイス）の発行はできません。ご了承ください。

 資料のオンライン配付について
本大会では、シンポジウムを含むすべての企画において、配付資料の電子化（オンライ

ン配付）を実施します。参加者ご自身で、研究委員会の定める Google Drive から資料をダ

ウンロードしていただきます（Google アカウントが無くてもダウンロード可能です）。

Google Drive の URL は、参加申込を行った Peatix のアカウントに登録されたメールアドレ

スに、10 月 6～8 日頃に送信する予定です。また、大会当日には、会場にも QR コードを掲

示します。
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アクセスマップ
キャンパス所在地：丸の内線茗荷谷駅から徒歩１分

正門
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1F 総会 シンポジウム 閉会式会場

2F 会員控室・打合せ会場

総会
閉会式
シンポジウム

2E02
2E03

2E04

2E05
2E06

2E07

テーマセッションA・E
打ち合わせ

編集委員会
研究委員会

テーマセッションB・F
打ち合わせ

テーマセッションC・G
打ち合わせ

テーマセッションD・H
打ち合わせ

シンポジウム打ち合わせ

特大教室
1W01

2E08

会員控室

会員控室
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3F 自由報告会場・
テーマセッション会場・書店売り場

3E09
3E10

3E08

3W02

3W01

受付

書店

自由報告B テーマセッションB・F

自由報告A テーマセッションA・E

自由報告C テーマセッションC・G

自由報告D テーマセッションD・H 理事会

B1F 懇親会場

学生食堂

事務局控室
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＜＜助助成成対対象象分分野野＞＞ 

少年非行防止対策、子ども・少年・女性・高齢者を対象とする犯罪等の防止対策、組織犯

罪対策、サイバー犯罪対策、オンラインカジノ防止対策、薬物銃器犯罪対策、犯罪の国際

化への対策、犯罪被害者支援対策、マイノリティ・マジョリティの安全安心な共生のための

対策等、社会安全問題に関する社会科学の研究を主として助成の対象といたします。

助成種別 助成の対象 １件当たりの助成上限額

一般研究助成 個人、またはグループによる研究 300 万円

若手研究助成 40 歳以下の個人研究 100 万円

募集期間：2025 年 9 月 1 日（月）～同 11 月 30 日（日）

決定時期：2026年 3月上旬

助成期間：2026年 4月から 2027年 9月 30日までの 1年半

募集に関する詳細、助成件数、採択研究課題等過去の実績は、当財団ウェブサイトをご覧ください。

公益財団法人日工組
にっ こ う そ

社会安全研究財団
東京都千代田区内神田 1-7-8 大手町佐野ビル 6 階

TEL：03-3219-5177

検索社安研



女性犯罪研究会 編

性犯罪・被害
性犯罪規定の見直しに向けて
A5判 278頁 税込4,400円

陶久利彦  編著

性風俗と法秩序
A5判 338頁 税込5,830円

岩井宜子・渡邊一弘・柴田守 著

刑事政策【第8版】
A5判 510頁 税込4,400円

実効的な犯罪統制のために，
犯罪現象に関する実証的な知識を提供 

　　第１部　犯罪学
第１章　犯罪とは
第２章　犯罪学の歴史
第３章　生物学的条件と犯罪
第４章　精神障害と犯罪
第５章　犯罪心理学
第６章　犯罪社会学
第７章　社会的条件と犯罪
第８章　被害者学的条件と犯罪
　　第２部　刑事政策
第１章　刑事政策総論
第２章　死刑

第３章　自由刑
第４章　社会内処遇
第５章　財産刑
第６章　刑の量定
第７章　保安処分・不定期刑
第８章　少年法
第９章　犯罪被害者への支援
第10章　性犯罪への対応策
第11章　ファミリー・バイオレンスへの
　　　　対応策
第12章　組織犯罪
第13章　交通犯罪

懲役刑・禁錮刑を拘禁刑に単一化する刑法改正，
性犯罪に関わる規定の改正をうけて記述を改め
たほか，「第1部 犯罪学」の構成を見直すとともに，
新たに「被害者学的条件と犯罪」の章を起こす。 2025年3月発売

後藤弘子・宮園久栄・
渡邉和美・柴田守 編集代表

女性犯罪研究の
新たな展開
岩井宜子先生傘寿・
安部哲夫先生古稀記念論文集
A5判 494頁 税込7,700円

小山剛・新井誠 編

イレズミと法
A5判 278頁 税込2,970円

〒113－0033 東京都文京区本郷1－25－7   http://www.shogaku.com
verlag@shogaku.com    TEL（03）3818－8784   FAX（03）3818－9737
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ク
シ
ュア
リ
テ
ィ
、
④
暴

力
・
性
暴
力
、
⑤
リ
プ
ロ
ダ
ク
テ
ィ
ブ
・ヘル
ス
／
ラ
イ
ツ
と
生
殖
補
助
医
療
、

⑥
社
会
保
障
・
税
・
逸
失
利
益
、
⑦
労
働
を
取
り
上
げ
る
。
経
産
省
事
件

（
最
三
小
判
２
０
２
３
年
７
月
11
日
）ほ
か
近
年
の
最
新
論
点
を
網
羅
。

ジ
ェン
ダ
ー
視
点
で
読
み
解
く
重
要
判
例
40

刑
事
事
件
、
民
事
事
件
、
法
律
相
談
に
必
要
な
「
窃
盗
症
（
ク
レ
プ
ト
マ
ニ
ア
）」「
性

依
存
」
に
つ
い
て
の
知
識
と
対
応
を
ま
と
め
た
書
。

神
林
美
樹
・
斉
藤
章
佳
・
菅
原
直
美
・
中
原
潤
一
・
林
大
悟
・
丸
山
泰
弘 

著

 

二
〇
二
一
年
三
月
刊 

定
価
三
五
二
〇
円

行
為
依
存
と
刑
事
弁
護

性
依
存
・
窃
盗
症
な
ど
の
弁
護
活
動
と
治
療
プ
ロ
グ
ラ
ム

二
〇
二
五
年
六
月
刊

定
価
一
九
八
〇
円

56

F
A
M
I
L
Y
 CO
U
R
T
 JO
U
R
N
A
L

改
正
少
年
法
施
行
後
の
実
務
上
の
諸
問
題

特

　集
●
改
正
少
年
法
施
行
後
の
少
年
実
務
の
諸
問
題

加
藤

　学
（
さ
い
た
ま
家
庭
裁
判
所
少
年
部
判
事
）

●
特
定
少
年
に
対
す
る
特
例
に
つ
い
て
の
重
要
論
点

野
原
俊
郎
（
高
松
家
庭
裁
判
所
長（
前
東
京
家
庭
裁
判
所
少
年
部
所
長
代
行
者
））

山
井
翔
平
（
東
京
家
庭
裁
判
所
判
事
補
）

●
改
正
少
年
法
施
行
後
の
調
査
実
務
の
諸
問
題

岸
本
佐
紀
子
（
横
浜
家
庭
裁
判
所
総
括
主
任
家
庭
裁
判
所
調
査
官
）

中
村

　友
裕
（
横
浜
家
庭
裁
判
所
主
任
家
庭
裁
判
所
調
査
官
）

●
改
正
少
年
法
施
行
後
の
付
添
人
実
務
の
諸
問
題

金
矢

　拓
（
弁
護
士
）

東京都豊島区南長崎３-16 -６
営 業 部  TEL（03）3953̶5642

www.kajo.co.jp
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